
 

   大崎市集会所等整備事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市は，地域住民のコミュニティ活動の向上を図るため，行政区，

町内会及び自治会などのコミュニティ組織（以下｢コミュニティ組織｣と

いう。）が行う集会所施設本体（以下｢集会所｣という。）及び掲示板（以

下「集会所等」という。）の建設及び整備に要する経費について，当該

コミュニティ組織に対し，予算の範囲内で大崎市集会所等整備事業補助

金（以下「補助金」という。）を交付するものとし，その交付等に関し

ては，大崎市補助金等交付規則（平成１８年大崎市規則第６０号）に定

めるもののほか，この要綱の定めるところによる。 

（交付対象等） 

第２条 補助金の交付対象となる経費，補助率及び補助限度額は，次に掲

げる表のとおりとする。ただし，その額に千円未満の端数が生じた場合

には，これを切り捨てるものとする。 

補助対象経費 補助率 限度額 

集会所の新築及び改築に関する経費 １ ０ ０ 分 の

７５ 

１，１２５万円 

集会所の増築に関する経費 １００分の ３７５万円 

 ７５  

集会所のその他の工事に関する経費 １ ０ ０ 分 の

７５ 

３７５万円 

集会所の排水処理施設整備に要する

経費 

１ ０ ０ 分 の

７５ 

７５万円 

掲示板の新設・改修及び修繕に関す

る経費 

１ ０ ０ 分 の

７５ 

１５万円 



 

２ 次に掲げる費用については，この補助金の交付対象としない。 

(１) 用地の取得に関する費用 

(２) 集会所の移転に要する費用 

(３) エアコン等の附属設備，備品及び消耗品の購入費用 

(４) その他集会所の施設整備費用と認められない費用 

３ 地震，暴風，豪雨，豪雪，洪水その他の自然災害（市の災害対策本部

が設置されるなど被害が甚大である自然災害と認められる場合に限る。）

により被害を受けた集会所に係る補助金の交付対象となる経費，補助率

及び補助限度額は，第１項の規定にかかわらず，次に掲げる表のとおり

とする。 

補助対象経費 補助率 限度額 

集会所の新築及び改築に関する経費

（原状復旧に係る経費の範囲内に限

る。） 

１ ０ ０ 分 の

９０ 

１，３５０万円 

集会所のその他の工事に関する経費

（原状復旧に係る経費の範囲内に限

る。） 

１ ０ ０ 分 の

９０ 

４５０万円 

 （交付の申請） 

第３条 補助金の交付の申請をしようとするものは，大崎市集会所等整備

事業補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出するものとし，その

提出期限は，市長が別に定める日までとする。 

２ 前項の申請書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。 

 (１) 申請理由書（様式第２号） 

 (２) コミュニティ組織の規約や会則等 

 (３) 事業計画書（様式第３号） 



 

 (４) 自己資金の根拠となる資料（預金通帳の写しや融資契約書の写し

等） 

 (５) 建築確認申請書の写し（建築確認を必要としない事業については

平面図） 

 (６) 工事仕様書及び見積書 

 (７) 土地の登記簿謄本の写し（借地の場合は契約書の写し。改築は不

要） 

 (８) 工事着手前写真 

 (９) 地域住民の合意であるとわかる資料（総会議事録等） 

 (１０) その他市長が必要と認める書類 

 （交付の決定） 

第４条 市長は，前条の規定による交付申請があったときは，その内容を

審査し，補助の可否及び補助金額について決定し，大崎市集会所等整備

事業補助金交付決定通知書（様式第４号）によりその旨を補助金の交付

の申請をしたものに通知するものとする。 

 （交付の条件） 

第５条 補助金の交付の決定をする場合において付する条件は，次のとお

りとする。 

 (１) 当該補助を受けたものは，当該施設及び当該施設周辺の環境美化

に努めるものとする。 

 (２) 補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，大崎市集会所

等整備事業補助金中止（廃止）承認申請書（様式第５号）により市長

の承認を受けること。 

 （実績報告） 

第６条 第４条の規定により補助金の交付の決定を受けたものは，補助事

業等が完了したとき又は補助事業等の廃止の承認を受けたときは，大崎



 

市集会所等整備事業補助金実績報告書（様式第６号）により補助事業の

成果を市長に報告するものとする。 

２ 前項の実績報告書に添付しなければならない書類は，次のとおりとす

る。 

 (１) 収支精算書（様式第７号） 

 (２) 建築確認通知書の写し（建築確認を必要としない事業については

不要） 

 (３) 領収書の写し 

 (４) 完成写真 

 (５) その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第７条 市長は，前条の実績報告書の提出があった場合は，当該報告書を

審査し，適当であると認めるときは，大崎市集会所等整備事業補助金確

定通知書（様式第８号）によるものとする。 

 （補助金の交付方法） 

第８条 補助金は，前条の規定による補助金の額の確定後に交付するもの

とする。ただし，補助事業の遂行上必要と認めるときは，決定の額を上

限に概算払の方法により交付できるものとする。 

２ 補助金の交付を受けようとするものは，前条の確定通知書を受けた日

以後速やかに大崎市集会所等整備事業補助金請求書（様式第９号）を市

長に提出しなければならない。 

３ 第１項ただし書の規定により，概算払により補助金の交付を受けよう

とするものは，第４条の交付決定通知を受けた日以後速やかに大崎市集

会所等整備事業補助金概算払請求書（様式第１０号）を市長に提出しな

ければならない。 

 （その他） 



 

第９条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，

別に定める。 

   附 則 

 この告示は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この告示は，平成２９年４月１日から施行する。 

 


